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長野県では、奨学給付金の前倒し給付を希望する新入生の保護者等に対し、４月～６月

の３か月分の支給を行います。 

残りの月数（７月～３月の９カ月）分の給付を希望される場合は、別途、通常の申請が

必要となります。 

 

１ 支給対象者 

（１）新制度と旧制度 

令和８年（2026年）４月１日（基準日）現在、次の全ての要件に該当する世帯です。 

【専攻科以外】 

○新制度 

ア 対象となる高校生等が認定基準日時点で高等学校等に在学し、高等学校等就学支援金 

 （新制度）の受給資格者であること。 

イ 高校生等の保護者等が、長野県内に住所を有すること。 

ウ 高校生等の保護者等が生活保護（生業扶助）を受給していること又は高校生等の保護                             

者等全員の住民税所得割の合算額が（ア）～（ウ）のいずれかに該当すること。                                       

（ア）０円（非課税世帯）                                         

（イ）１００円以上１０５，５００円未満（年収２７０～３８０万円相当の世帯）                                         

（ウ）１０５，５００円以上１８２，５００円未満（年収３８０～４９０万円相当の世帯） 

 

○旧制度 

ア 対象となる高校生等が認定基準日時点で高等学校等に在学し、高等学校等就学支援 

（新制度）の対象外となる外国籍又は外国人学校の生徒（令和８年新入生である留学生 

  を除く） 

イ 高校生等の保護者等が、長野県内に住所を有すること。 

ウ 高校生等の保護者等が生活保護（生業扶助）を受給していること又は高校生等の保護 

者等全員に住民税所得割が課税されていないこと。 

 

【専攻科】 

○新制度 

ア 対象となる高校生等が認定基準日時点で高等学校専攻科に在学し、高等学校等就学支

援（新制度）の対象外となる外国籍又は外国人学校の生徒（令和８年新入生である留

学生を除く） 

イ 高校生等の保護者等が、長野県内に住所を有すること。 

ウ 高校生等の保護者等全員の住民税所得割の合算額が（ア）～（ウ）のいずれかに 

令和８年度（2026年度） 

長野県私立高等学校等奨学給付金支給申請のご案内 

新入生に対する一部給付の早期化（前倒し給付）県外校（専攻科を含む） 



該当すること（生活保護を受給しているか否かに関わらず対象）。                  

  （ア） ０円（非課税世帯） 

  （イ） １００円以上１０５，５００円未満（年収２７０～３８０万円相当の世帯） 

  （ウ） １０５，５００円以上２６４，５００円未満（年収３８０～６００万円相当の多子世帯） 

    ※（ウ）については、扶養する子等が３人以上の世帯に限る。 

 

○旧制度 

ア 対象となる高校生等が認定基準日時点で高等学校専攻科に在学し、高等学校等就学支

援（新制度）の対象外となる外国籍又は外国人学校の生徒（令和８年新入生である留

学生を除く） 

イ 高校生等の生計維持者が、長野県内に住所を有すること。 

ウ 高校生等の生計維持者全員の住民税所得割の合算額が（ア）～（ウ）のいずれか 

に該当すること（生活保護を受給しているか否かに関わらず対象）。                                                       

（ア） ０円（非課税世帯）                                       

（イ） １００円以上１０５，５００円未満（年収２７０～３８０万円相当の世帯） 

（ウ） １０５，５００円以上２６４，５００円未満（年収３８０～６００万円相当の世帯） 

    ※(ウ)については、扶養する子等が３人以上の多子世帯に限る。 

 

（２）注意事項（新制度及び旧制度共通） 

〇支給対象外 

ア 高校生等に対して特別支援学校の高等部に在学している者 

イ 高校生等に対して、児童福祉法による児童入所施設措置費等の支弁対象となり、見学 

旅行費又は特別育成費が措置されている者（母子生活支援施設の高校生等は除く） 

ウ 単身赴任等により保護者が他の都道府県に在住している（別居している）場合で、他

の都道府県に申請を行っている場合 

 

〇基準日について 

４月１日が基準日となります。（在学証明書の日付に注意してください） 

 

２ 早期給付金額（３か月分） 

（新制度） 

所得要件等 通信制以外 通信制 専攻科 

１ 生活保護（生業扶助）受給世帯 １３，１５０円 １３，０２５円 

２ 
住民税非課税世帯 

（保護者等全員の住民税所得割額の合算額が 

０円の世帯） 

３８，０００円 １３，０２５円 

３ 

年収が 270～380 万円相当の世帯 

（保護者等全員の住民税所得割の合算額が 

100円以上 105,500 円未満の世帯） 

１２，６６７円 ４，３４２円 



４ 

年収が 380～490 万円相当の世帯 

（保護者等全員の住民税所得割の合算額が 

105,500 円以上 182,500 円未満の世帯） 

９，５００円 ３，２５７円  

５ 

年収が 380～600万円相当の多子世帯 

（生計維持者全員の住民税所得割の合算額が

105,500 円以上 264,500 円未満で扶養する子が３人

以上の世帯） 

 ３，２５７円 

 

（旧制度） 

（１）奨学給付金の支給額 

所得要件等 通信制以外 通信制 専攻科 

１ 生活保護（生業扶助）受給世帯 １３，１５０円 １３，０２５円 

２ 住民税非課税世帯 ３８，０００円 １３，０２５円 

３ 

年収が 270～380 万円相当の世帯 

（保護者等全員の住民税所得割の合算額が 

100円以上 105,500 円未満の世帯） 

 

 
２，６０５円 

４ 

年収が 380～600万円相当の多子世帯 

（生計維持者全員の住民税所得割の合算額が

105,500 円以上 264,500 円未満で扶養する子が３人

以上の世帯） 

 ２，６０５円 

 

３ 提出先及び問合せ先 

 

  〒３８０－８５７０ 

長野県長野市大字南長野字幅下６９２－１  

長野県 県民の学び支援課 私学振興係 

（連絡先：０２６―２３５―７０５８  ９時～16時 30分 ） 

 

４ 提出期限 

  令和８年８月 14日（金） 当日消印有効です。 

 

 

 

 

 

 

 



   

 

 

 

１ 申請書類の入手方法 

   

  下記 URL（長野県ホームページ）及び 

  ＱＲコードからダウンロードできます。 

 

https://www.pref.nagano.lg.jp/ken-manabi/kyoiku/gakko/shiritsu/hojokin/kyuuhukinsouki.html 

 

２ 申請書類（専攻科以外） 

 

 対象者 提出書類 

① 全員 
長野県私立高等学校等奨学給付金支給申請兼口座振込依頼書（様式第 1号） 

様式１（別紙）を参照して記入をお願いします。 

② 全員 
添付書類（振込先口座の通帳写し）台帳（様式第２号） 

申請者と口座名義人が同一であることを確認してください。 

③ 全員 
在学証明書 

基準日を確認していただき、学校へ作成を依頼して提出してください。 

④ 
高校生等が 

日本国籍 

就学支援金認定通知書又は、高校生等の住民票のいずれか 

就学支援金認定通知書が無い場合は、住民票の原本を提出してください。 

⑤ 
高校生等が 

外国籍 

就学支援金認定通知書または、高校生等の下記の書類のいずれか 

就学支援金認定通知書が無い場合は、住民票の原本、特別永住者証明書のコピー、在留カー

ドのコピーのいずれか。家族滞在の場合は小学校及び中学校の卒業証明書も必要です。 

⑥ 
生活保護 

受給世帯 

生活保護受給証明書 

福祉事務所等で証明を受けてください。 

⑦ 

住民税所得割額

の世帯合計が

182,500 円未満 

令和７年度課税証明書 

保護者等全員分の課税証明書の原本を提出してください。 

早期申請は、令和７年度を提出してください。 

⑧ 

被災した方で 

制服の再購入が 

必要な世帯 

制服の再購入に係る誓約書及び制服の再購入に係る証明書（様式第３号）、罹災証明書 

⑨ 

振込先を 

第３者に変更 

する場合 

委任状（様式第４号） 

委任する個人（法人）の捺印は必要です。 

 

長野県外の私立高等学校等に在学する場合の申請方法 

https://www.pref.nagano.lg.jp/ken-manabi/kyoiku/gakko/shiritsu/hojokin/kyuuhukinsouki.html


３ 申請書類（専攻科） 

 

 対象者 提出書類 

① 全員 
長野県私立高等学校等奨学給付金支給申請兼口座振込依頼書（様式第 1号） 

様式１（別紙）を参照して記入をお願いします。 

② 全員 
添付書類（振込先口座の通帳写し）台帳（様式第２号） 

申請者と口座名義人が同一であることを確認してください。 

③ 全員 
在学証明書 

基準日を確認していただき、学校へ作成を依頼して提出してください。 

④ 
高校生等が 

日本国籍 

就学支援金認定通知書又は、高校生等の住民票のいずれか 

就学支援金認定通知書が無い場合は、住民票の原本を提出してください。 

⑤ 
高校生等が 

外国籍 

就学支援金認定通知書または、高校生等の下記の書類のいずれか 

就学支援金認定通知書が無い場合は、住民票の原本、特別永住者証明書のコピー、在留カー

ドのコピーのいずれか。家族滞在の場合は小学校及び中学校の卒業証明書も必要です。 

⑥ 
生活保護 

受給世帯 

生活保護受給証明書 

福祉事務所等で証明を受けてください。 

⑦ 

住民税所得割額

の世帯合計が

264,500円未満 

令和７年度課税証明書 

保護者等全員分の課税証明書の原本を提出してください。 

早期申請は、令和７年度を提出してください。 

⑧ 

被災した方で 

制服の再購入が 

必要な世帯 

制服の再購入に係る誓約書及び制服の再購入に係る証明書（様式第３号）、罹災証明書 

⑨ 

振込先を 

第３者に変更 

する場合 

委任状（様式第４号） 

委任する個人（法人）の捺印は必要です。 

⑩ 

扶養する子が 

３人以上いる 

世帯 

扶養親族申告書（様式第５号） 

・令和７年 12月 31日時点の生計維持者全員の市町村税上の扶養親族（配偶者を除く）を 

記載してください。 

・令和８年 1月 1日以降に出生等により新たに不用することになった子等がいる場合、 

 その子等について記載してください。（あわせて証明書類を提出してください。） 

 

 

 

 

 


